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返済不要！労働環境を整えて受給できる助成金制度とは？



　近年、労働力不足が深刻な社会問題となっています。まして、介護業界
のように明らかに人手不足とされる業界においては、良い人材の確保に向
けてより一層の創意工夫を凝らす必要があります。

また、不規則勤
務が続くと大きな負荷がかかりますので、この点にも留意したシフト組みが求められます。



　近年、労働力不足が深刻な社会問題となっています。まして、介護業界
のように明らかに人手不足とされる業界においては、良い人材の確保に向
けてより一層の創意工夫を凝らす必要があります。



※従業員が希望した場合には、① FAXの送信、② Eメール等の送信による明示も認められます
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　なお、労働基準法により、従業員に年5日の年休を取得させることが罰則付きで義務づけ
られています。会社は、従業員と話し合い、年休を取得できるようサポートしていく必要が
あります。

　　　　　　　　　　　　　　　　なお、労働安全衛生法により、管理監督者についても
労働時間の状況を把握することが義務づけられていますので注意が必要です。

状況









確認

介護の現場における労働は心身のストレスと結びつきやすく、特に
最近では新型コロナウイルス感染症の影響も加わり、体調不良・
メンタル不全になる従業員も少なくありません。そのような事態
に備えて休職制度を整備し、一定の期間は療養に専念させ、回
復後は円滑に職場復帰できるような体制作りを行う必要があり
ます。また、従業員本人が休むことに難色を示している場合には、
職務の見直し・軽減ができるか否かを検討し、可能な場合にはそ
の方向で対応すると良いでしょう。

基準

※従業員501人以上(令和4年10月以降は、101人以上)の会社は原則として、1週間の所
　定労働時間が20時間以上の従業員を加入させることが必要です。

される

こと





「　　　　　　　　　   」

※有期労働契約を結んでいる従業員について、通算の契約期間が5年を超える場合には、
無期労働契約への転換権が発生します。該当する従業員が無期労働契約への転換を申
し出た場合には契約期間満了日の翌日から無期労働契約に変更されますので注意が必
要です。

重要な
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などの職場におけるハラスメント（いじめや嫌

など

がらせ）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　また、妊娠・出産や育児・介護休業
関連の言動によるハラスメントもセクハラと同様に取り扱われます。

」
会社はにはセクハラなどの

職場内での優位性や立場を背景と

場合と同様、パワハラ防止に必要な雇用管理上の措置を講ずべき義務があるとされて
います。会社は、パワハラに関する相談窓口の設置、社内規程の整備と周知、従業員
に対する研修の実施、パワハラの申告に対する迅速な対応などの取り組みが必要とな
ります。

など

ものです



常時使用労働者数が50人以上の事業場については、 な
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  義務づけ
られています。
ど





【助成金の申請を検討する前に】

「助成金」とは、労働環境の整備などを行った際に、厚生労働省から支給される返済義務
のない資金です。

１．融資とは異なり返済不要です！
２．売上でなく雑収入となるため、消費税不課税です！
３．労務環境が整備されるので、従業員の定着度が上昇します！
      また、受給の実績により信頼度が増すので、公的融資が受けやすくなります！

● 書類の整備をしておきましょう
就業規則や賃金台帳など法律で定められている書類の提出が求められる場合があり
ます

● 事前の書類申請が必要な場合があります
　 事前に計画届などの書類の提出が必要な場合があります
● 常に最新の情報をインプットしておきましょう
　 改正により受給のための要件が変更になるものがあります

※厚生労働省以外で支給されるものもありますが、ここでは厚生労働省のものに限定します。

返済不要！労働環境を整えて
受給できる助成金制度とは？

雇用環境整備関連

正社員化関連

均等待遇・均衡待遇関連

両立支援（育児・介護）関連

ダイバーシティ関連

教育・訓練関連

雇用維持関連

雇用管理制度の導入、人材確保や労働者の職場定着を支援した場合など

アルバイト、パート、契約社員、派遣社員を正社員にした場合など

アルバイト、パート、契約社員、派遣社員の待遇を改善した場合など

育児・介護休業関連の制度を設け、休業させた場合など

女性や高年齢者、障がい者の活躍を推進した場合、労働環境を整えた場合など

社員に教育訓練を受けさせた場合。教育制度を作った場合

雇用維持のため、休業を命じたり、再就職を支援した場合など

助成金を申請するにあたっては、取扱機関や社会保険労務士に事前に
詳細を確認しておきましょう

「助成金」には、次のようなメリットがあります！

「助成金」は、以下のような施策を行った場合に給付されます。
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